
平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

919

ごみ対策課長
中谷　義昭

875

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 904

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

958

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

5,820

ごみ対策課長
中谷　義昭

5,791

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 5,764

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

5,854

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

378

ごみ対策課長
中谷　義昭

376

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 374

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

395

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

414

ごみ対策課長
中谷　義昭

412

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 398

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

412

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 15 資源循環型社会の推進環境負荷低減の推進

単位当たり
コスト

15-02

目標達成率

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

地球環境にやさしいまち

15-02-01

ごみ対策課
管理係

びんリサイクル事
業

15-02-02

ごみ対策課
管理係

資源回収資機材管
理事業

15-02-03

ごみ対策課
管理係

缶リサイクル事業

15-02-04

ごみ対策課
管理係

ペットボトルリサ
イクル事業

226,698

資源化量
（ｔ）

242,279

効率性 3
59,352 62,508

18,500 36,062 3,926 58,488

上乗せ 横出し

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

週１回収集して柳泉園組合へ
搬入

飲食用ペットボトルをリサイ
クルする

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 拡大

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
③東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例施行規則 259 58,366 17,166 41,200 3,205 61,571 237,726

説明：家庭ごみお有料化に向けて、有料
化実施後のＰＥＴボトルの回収方法を現
行のボックス収集から戸別収集への変更
を予定している。

総合評価（課題・方向性）：リサイク
ルに対する市民の意識づけを行うとと
もに、ごみの減量、資源化を推進し、
適正に処理していく上で必要な事業で
あり、高いリサイクル率を維持してい
く。事業

内容
・

活動
手段 258 18,833 40,519 3,156

達成度 　

説明：家庭ごみ有料化に向けた排出容器
の変更を行い、リサイクルポストの撤
去・廃棄を行う予定。撤去後は代替容器
を設置していく。

 直営
（委託無）

54,731 213,793
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

回収日数
（日）

廃止予定
の有無

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

258 54,562

拡大

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
③東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例施行規則 259 58,358 17,166 41,192 165 58,523 225,958

説明：家庭ごみお有料化に向けて、有料
化実施後のリサイクル缶の回収方法を現
行のボックス収集から戸別収集への変更
を予定している。

総合評価（課題・方向性）：リサイク
ルに対する市民の意識づけを行うとと
もに、ごみの減量、資源化を推進し、
適正に処理していく上で必要な事業で
あり、高いリサイクル率を維持してい
く。事業

内容
・

活動
手段 資源化量

（ｔ）

効率性 3 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：家庭ごみ有料化に向けた排出容器
の変更を行い、リサイクルポストの撤
去・廃棄を行う予定。撤去後は代替容器
を設置していく。

 直営
（委託無）

36,062 169

163 59,515 230,678

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性

256 54,562 18,500

飲食品用缶をリサイクルする

3,310 1,099 4,409 163,296

18,833

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

258

週１回収集して柳泉園組合へ
搬入

40,519

小平市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

終期

対象
ごみ収集場所に出された飲食
品用アルミ缶、スチール缶

回収日数
（日）

59,352

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

達成度 　

説明：家庭ごみ有料化に向けた排出容器
の変更を行い、リサイクルポストの撤
去・廃棄を行う予定。撤去後は代替容器
を設置していく。

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

26 3,143

市内各所
で有償で
借り上げ
ている資
源物置場
の数

（個所）

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
各種資源物（びん、缶、古
紙、古布、金属、ペットボト
ル、プラスチック）

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

リサイクル推進のための環境
整備

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

66,636

　29年度の方向性 拡大

東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例

25 3,023 3,023 1,067 4,090 163,600

説明：家庭ごみお有料化に向けて、有料
化実施後のＰＥＴボトル回収方法を現行
のボックス収集から戸別収集への変更を
予定している。

総合評価（課題・方向性）：リサイク
ルに対する市民の意識づけを行うとと
もに、ごみの減量、資源化を推進し、
適正に処理していく上で必要な事業で
あり、高いリサイクル率を維持してい
く。事業

内容
・

活動
手段

分別収集に必要な資機材管
理、燃料等車両管理、ボック
ス置場の土地活用等を行う

資源化量
（ｔ）

3,143 1,052 4,195 161,346

効率性 3

終期

対象
ごみ収集場所に出された飲食
品用びん

回収日数
（日）

41,192 8,278

18,833258 51,664

18,50051,596

目的
・

意図 33,096 8,513

飲食品用びん類をリサイクル
する

258

32,831

29年度の方向性 拡大

総合評価（課題・方向性）：リサイク
ルに対する市民の意識づけを行うとと
もに、ごみの減量、資源化を推進し、
適正に処理していく上で必要な事業で
あり、高いリサイクル率を維持してい
く。

財政健全経営計画
実行プラン

上乗せ

該当
給付
事業

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

補助
金

指定
管理

一部
委託

全部
委託

257,282

231,845

259 58,358 17,166

東村山市 清瀬市

廃止予定
の有無

西東京市

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
③東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例施行規則

 直営
（委託無）

説明：家庭ごみお有料化に向けて、有料
化実施後のびん回収頻度を現行の週１回
から２回へ増加させることを予定してい
る。

効率性 2 　

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

根拠
法令
等

外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

対象

横出し

小平市

達成度

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

東村山市 清瀬市 西東京市

27 3,310

説明：びんリサイクル事業は市民に定着
している事業であるが、これまでの回収
量の推移を鑑みると、回収方法を変更し
ても大幅な増加は期待できないため現状
維持から微増を見込む。

60,109 232,981

8,152 59,816

事業
内容
・

活動
手段

週１回収集して柳泉園組合へ
搬入

資源化量
（ｔ）

自主的
(条例・規則等)

ごみ収集場所に出された飲食
用ペットボトル

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 15 資源循環型社会の推進環境負荷低減の推進

単位当たり
コスト

15-02

目標達成率

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

地球環境にやさしいまち

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

81

ごみ対策課長
中谷　義昭

79

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 77

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

78

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

2.95

ごみ対策課長
中谷　義昭

2.94

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 2.94

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

2.93

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

55.3

ごみ対策課長
中谷　義昭

55.1

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 57.1

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

58.0

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

2,272

ごみ対策課長
中谷　義昭

2,261

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 2,307

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

2,329

15-02-08

ごみ対策課
管理係

紙類リサイクル事
業

15-02-05

ごみ対策課
管理係

分別パンフレット
配布事業

15-02-07

ごみ対策課
管理係

15-02-06

ごみ対策課
管理係

生ごみ減量化処理
機器購入費助成事
業

資源集団回収事業

根拠
法令
等

ごみ集積所に出された新聞、
雑誌、段ボール

31,776

3 達成度 　

説明：家庭ごみ有料化に向けて、ごみ減
量に対する市民の意識付けを向上させる
とともに、紙類の資源化率の向上を目指
す。平成２７年度の紙類売上代金である
3,340千円が含まれる。

62,424 408,000

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

153 31,776 30,648

週１回回収し、リサイクルす
る

紙類は資源であることを周知
し、リサイクルの促進を図る

効率性

業務フローに改
善の余地がある

廃止予定
の有無

32,706 0 32,706 213,765

効率性

6,395

　制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 拡大

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
③東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例施行規則

153 33,010 33,010 33,010 215,752

説明：家庭ごみの有料化に向けて、有料
化実施後の紙類の回収方法を現行のボッ
クス脇に排出する方法から戸別収集への
変更を予定している。

総合評価（課題・方向性）：リサイク
ルに対する市民の意識づけを行うとと
もに、ごみの減量、資源化を推進し、
適正に処理していく上で必要な事業で
あり、高いリサイクル率を維持してい
く。事業

内容
・

活動
手段

32,731 115,657
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

7,552

1,137 31,532

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

回収日数
（日）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

111,028

資源物に
なった紙
類の量
（ｔ）

上乗せ 横出し

153 32,706

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 拡大

①東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
②東久留米市資源回収報奨金交付要綱

281 28,191 24,000 4,191 1,151 29,342 104,420

説明：現状維持 総合評価（課題・方向性）：集団回収
による資源量が減少傾向にあるが、家
庭ごみ有料化に向けて市民への周知活
動の拡大を図り、資源化量の増加を期
待する。

事業
内容
・

活動
手段

資源化さ
れたもの
の中で、
集団回収
により資
源化され
た割合
（％）

284 30,395 24,000
3 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：紙類、古布、アルミ缶を資源化す
ることでごみの減量化を推進し、市民の
意識啓発に努める。

1,179

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

交付した
延べ団体
数（件）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

24,000

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

283 31,552

集団回収によって回収された
紙類、金属類、古布

資源集団回収を行っている団
体に、引き渡し量に応じて市
が報奨金を交付

紙類、金属類及び古布のリサ
イクル促進を図る

29年度の方向性 拡大

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

14 213 213 211 424 30,286

説明：現状維持 総合評価（課題・方向性）：助成対象
としてダンボールコンポストも含まれ
るので、広報、講習会等を通して、引
き続き市民が取り組める身近なごみ減
量策として普及、促進に努める。

事業
内容
・

活動
手段

生ごみの減量化処理機器を購
入した市民に助成金を交付す
る

本制度を
利用した
延べ世帯
の割合
（昭和６
３年～）
（％）

該当

上乗せ 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：生ごみをたい肥化し資源化するこ
とでごみの減量を推進し、市民のごみに
対する意識啓発に努める。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

473 21,500

　

横出し

17 195 195 208 403 23,706

効率性 1

制度改正の
余地がある 　

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 住民登録世帯数

助成件数
（件）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

業務フローに改
善の余地がある

目的
・

意図

同機器の購入を促進し、生ご
みの減量化を目指す

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

22 262 262 211
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

拡大

東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例

60,000 898 898 32 930 16

説明：家庭ごみ有料化に向けて、有料化
後の「家庭ごみと資源物の出し方」パン
フレットを更新する予定。また、パンフ
レットは広告料収入を見込む。

総合評価（課題・方向性）：家庭ごみ
有料化後の家庭ごみと資源物の適切な
排出方法や適正な処理の方法を分かり
やすく解説し、市民のごみやリサイク
ルに対する意識付けを行うとともに、
ごみの減量、資源化を推進していくう
えで必要な事業である。

事業
内容
・

活動
手段

分別パンフレットを全戸に配
布して、ごみの出し方及び資
源物の分別方法を周知する

ごみの出
し方の
ルールを
守ってい
ると答え
た住民の
割合
（％）

186

1,298 458 1,756 29
財政健全経営計画

実行プラン
対象

60,000 186

29年度の方向性

32 218 4

効率性 1 達成度 　

説明：Ｈ29年7月から家庭ごみの有料化を
スタートするために、来年度当初にパン
フレットを全戸配布する予定。併せて外
国語版も更新予定。広告料収入を見込
む。

60,000 1,298

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　
根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 住民登録世帯数

分別パン
フレット
等の発行
部数
（部）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

ごみの出し方及びリサイクル
対象品理解してもらい、ごみ
だしのルールを徹底する

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

外部評価

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 15 資源循環型社会の推進環境負荷低減の推進

単位当たり
コスト

15-02

目標達成率

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

地球環境にやさしいまち

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

34

ごみ対策課長
中谷　義昭

33

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 28

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

37

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

189

ごみ対策課長
中谷　義昭

188

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 184

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

197

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

1,340

ごみ対策課長
中谷　義昭

1,411

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 1,396

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

1,403

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

2,796

ごみ対策課長
中谷　義昭

2,944

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 3,051

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ ■ 対象(平成　　22 年度）
減少を目
指す指標

3,043

15-02-09

15-02-10

その他プラスチック類を再商
品化する

容リ法に定める容器包装プラ
スチック

容リ法に基づき、容器包装プ
ラスチックの分別収集を行う

衛生的に迅速的に収集する

清掃施設（ボックス、ステー
ション）に排出される可燃ご
み

週４回、26コースに分けて収
集を実施

リサイクル処理過程の中間処
理

粗大ごみを解体し、有価物を
回収する

回収した粗大ごみ

選別場稼
働日数
（日）

ごみ対策課
管理係

剪定枝リサイクル
事業

ごみ対策課
管理係

資源選別事業

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

可燃ごみ収集事業

15-02-11

ごみ対策課
管理係

15-02-12

ごみ対策課
業務係

容器包装プラス
チックリサイクル
事業

達成度 　

廃止予定
の有無

説明：リサイクルに対する市民の意識付
けを行うとともに、ごみの減量、資源化
を推進し、適正な処理をしていく。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

258 7,397 7,397 1,690 9,087 35,221
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

上乗せ 横出し

256 7,074

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例 258 6,942 6,942 10,558 17,500 67,829

説明：現状維持 総合評価（課題・方向性）：高いリサ
イクル率を維持していく。

事業
内容
・

活動
手段

回収され
た粗大ご
みの解体
に伴う金
属類、非
鉄金属
類、基盤
類のうち
リサイク
ルされた
資源物の

量
（ｔ）

7,074 10,437 17,511 68,402

効率性 3

行政
補完的

政策的

達成度 　

廃止予定
の有無

説明：家庭ごみ有料化に向けて、リサイ
クルに対する市民の意識付けを行うとと
もに、ごみの減量、資源化を推進してい
く。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

863 624 624 3,405

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 拡大

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例

600 582 582 10,558 11,140 18,567

説明：家庭ごみ有料化に向けて、ごみの
資源化率を高めるために積極的に市民へ
の周知を図り、回収量の増加を見込む。

総合評価（課題・方向性）：リサイク
ルに対する市民の意識づけを行うとと
もに、ごみの減量、資源化を推進し、
適正に処理していく上で必要な事業で
あり、高いリサイクル率を維持してい
く。事業

内容
・

活動
手段

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

自宅で剪定した枝木

市民からの申し込みによる回
収を行い、市外の施設へ持ち
込んでリサイクルする

家庭で剪定した庭木の枝をリ
サイクルする

回収件数
（件）

10,989

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

15,926

効率性 2

終期

対象

552

リサイク
ル施設に
持ち込ん
だ量
（ｔ）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

690 10,437

4,029 4,669

552

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

577,380
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

　29年度の方向性 拡大

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②容器包装に係る分別収集及び再商品化促進等に関する法律
③東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
④東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例施行規則

259 148,425 51,502 96,923 1,069 149,494 577,197

説明：家庭ごみの有料化に向けて、有料
化実施後の容器包装プラスチックの回収
方法を現行のボックス収集脇に排出する
方法から戸別収集への変更を予定してい
る。

総合評価（課題・方向性）：家庭ごみ
有料化後は排出者への負担をお願いす
ることでごみの排出抑制を期待でき、
また有料化に伴い戸別収集を実施し、
排出者責任の意識を向上を目指す。ま
た、有料化後はごみ収集資源回収業務
全体で委託車両6車の増車を見込む。

事業
内容
・

活動
手段

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

行政
補完的

政策的

制度改正の
余地がある

根拠
法令
等

581,760

効率性 3 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：家庭ごみ有料化に向けた広報や説
明会等を行いながら、ごみ分別の徹底と
資源化を推進し、ごみの排出抑制を促
す。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

258 138,596

92,541 1,052

対象

150,094

指定法人
への引き
渡し量
（ｔ）

149,042

148,964

業務フローに改
善の余地がある 　

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

83,096 10,368

255,892 135,200 120,692

収集回数
（回）

55,500

エコセメ
ント化量
（再利用
化量）
（ｔ）

3,296

回収日数
（日）

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

258 56,501

29年度の方向性 拡大

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
③東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例施行規則

208 252,917 142,200 110,717 0 252,917 1,215,947

説明：家庭ごみお有料化に向けて、平成
27年度第2回定例会において東久留米市廃
棄物の処理及び再利用に関する条例の改
正を提案し、Ｈ28年10月から戸別収集の
開始を予定している。

総合評価（課題・方向性）：家庭ごみ
有料化後は排出者への負担をお願いす
ることでごみの排出抑制を期待でき、
また有料化に伴い戸別収集を実施し、
排出者責任の意識を向上を目指す。ま
た、有料化後はごみ収集資源回収業務
全体で委託車両6車の増車を見込む。

事業
内容
・

活動
手段

131,200

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

207 1,236,193

効率性

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

3 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：家庭ごみ有料化に向けた広報や説
明会等を行いながら、ごみ分別の徹底と
資源化を推進し、ごみの排出抑制を促
す。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

207 240,156

0 255,892

243,452108,956

　

1,176,097
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 15 資源循環型社会の推進環境負荷低減の推進

単位当たり
コスト

15-02

目標達成率

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

地球環境にやさしいまち

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

213

ごみ対策課長
中谷　義昭

225

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 219

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

228

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

35

ごみ対策課長
中谷　義昭

37

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 35

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

36

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

1,754

ごみ対策課長
中谷　義昭

1,847

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 1,722

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

1,682

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

72

ごみ対策課長
中谷　義昭

72

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 72

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

64

15-02-13

ごみ対策課
業務係

15-02-14

ごみ対策課
業務係

清掃施設（ボックス横、ス
テーション）に排出される不
燃ごみ

達成度 　

廃止予定
の有無

説明：有害物質が含まれているものな
ど、適正に処理する必要がある。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

衛生的に迅速的に収集する

週５回、25コースに分けて収
集を実施

安全に衛生的に収集する

有害ごみ専用ボックスに排出
される蛍光管及び別袋で排出
される乾電池

蛍光管は、専用ボックスから
週２回の収集、乾電池は不燃
ごみ収集時に別袋にて同時収
集

不法投棄であることを啓発
し、最終的に回収するととも
に、市民の健康で快適な生活
を確保することを目的とす
る。

清掃施設（ボックス、ステー
ション）に不法投棄された廃
棄物

ごみ対策課
管理係

不法投棄物収集事
業

有害ごみ収集事業

不燃ごみ収集事業

清掃事業概要作成
事業

15-02-15

ごみ対策課
業務係

15-02-16

507 508 5,080
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

前年度中に行った清掃業務内
容を数値化し、編纂した「清
掃事業概要」を作成し、自治
体、議会等に配布

該当

上乗せ 横出し

100

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

100 1 1

事業内容の数値化、編集に
よってごみ行政の現状を把握
し、施策に反映させるととも
に議会・市民へ、更なるごみ
の減量化・資源化に取り組む
ことへの理解を深めることを
目的とする。

配布自治
体数、議
員数、配
布希望市
民数
（人）

4

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

作製部数
（部）

達成度

制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

100 4 4 248 252 2,520

説明：現状維持 総合評価（課題・方向性）：現課にて
印刷製本を継続し、多摩地域の自治体
および議員にも配布を行っていく。ま
た市ホームページへの掲載も継続す
る。

事業
内容
・

活動
手段

　

廃止予定
の有無

説明：事業内容を数値化することによ
り、ごみ行政の現状を把握し、施策に反
映させるとともに議会、市民への更なる
ごみの減量、資源化に取り組むことへの
理解を深める。

 直営
（委託無）

245 249 2,490

効率性 3

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

237 4,394 4,631 17,950
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

258

4

市民、多摩地域自治体、東久
留米市議会

業務フローに改
善の余地がある 　

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例

259 903 903 4,273 5,176 19,985

説明：現状維持 総合評価（課題・方向性）：家庭ごみ
有料化も視野に入れ、不法投棄パト
ロールの強化、不法投棄をさせない工
夫、また有料化に伴うボックスの撤去
後の不法投棄の数・量の変化を注視し
ていく。事業

内容
・

活動
手段

回収され
た不法投
棄の件数
（件）

効率性 2

びん回収用コンテナ設置時
に、随時収集する

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

収集回数
（日）

373

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

258

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

475 6,811 7,286 28,240
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

達成度 　

廃止予定
の有無

説明：ごみや資源物の集積所に不法投棄
された廃棄物については、収集回収業務
に支障をきたす恐れがあることのみなら
ず、生活環境の保全および公衆衛生の向
上を図るため、一定期間経過後に収集す
る必要がある。

 直営
（委託無）

237

373 4,207 4,580 17,752

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

258 746

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

収集回数
（日）

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

258 475

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例

259 1,805 1,805 6,648 8,453 32,637

説明：現状維持 総合評価（課題・方向性）：燃やせな
いごみへの混入等、ごみの減量に向け
て、市民が排出しやすい環境を整える
とともに、排出方法等の周知を図る。

事業
内容
・

活動
手段 収集量

（ｔ）
746 6,572 7,318 28,364

効率性 2

行政
補完的

政策的

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

258 32,071 5,800 26,271 17,027 49,098 190,302
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 拡大

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
③東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例施行規則

259 40,257 5,800 34,457 0 40,257 155,432

説明：家庭ごみお有料化に向けて、平成
27年度第2回定例会において東久留米市廃
棄物の処理及び再利用に関する条例の改
正を提案し、Ｈ27年10月から戸別収集の
開始を予定している。

総合評価（課題・方向性）：家庭ごみ
有料化後は排出者への負担をお願いす
ることでごみの排出抑制を期待でき、
また有料化に伴い戸別収集を実施し、
排出者責任の意識を向上を目指す。ま
た、有料化後はごみ収集資源回収業務
全体で委託車両6車の増車を見込む。

事業
内容
・

活動
手段

効率性 3 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：家庭ごみ有料化に向けた広報や説
明会等を行いながら、ごみ分別の徹底と
資源化を推進し、ごみの排出抑制を促
す。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

5,800

再生利用
のため固
形燃料化
（ＲＰＦ
化）した

量
（ｔ）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

258 34,425 0 40,225 155,911

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

収集回数
（日）

40,225

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 15 資源循環型社会の推進環境負荷低減の推進

単位当たり
コスト

15-02

目標達成率

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

地球環境にやさしいまち

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

ごみ対策課長
中谷　義昭

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

100

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

ごみ対策課長
中谷　義昭

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

259

ごみ対策課長
中谷　義昭

259

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 258

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

256

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

57

ごみ対策課長
中谷　義昭

60

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 58

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

64

ごみ対策課
業務係

粗大ごみ収集事業

し尿汲み取りの所有者及び占
有者

汲み取り式のトイレの所有者
及び占有者からの申請に基づ
き、委託作業車が汲み取りを
実施している

作業の適正な執行・安全確保
により、事故発生を抑制する

ごみ対策課ごみ収集事業従事
職員

安全運転管理の徹底を行う

建物、設備等を適正に保守管
理するとともに、高熱水費等
維持管理費を抑制する

ごみ対策課庁舎

ごみ対策課庁舎の維持管理、
設備の保守委託

電話又はファクスで受け付
け。地域別に週５回の戸別収
集

市民が申し込んだ粗大ごみ

粗大ごみを収集し、解体をし
て処理する

15-02-19

15-02-20

ごみ対策課
管理係

ごみ対策課庁舎維
持管理事業

ごみ収集従事職員
交通安全事業

15-02-17

ごみ対策課
管理係

15-02-18

ごみ対策課
管理係

し尿収集事業

効率性 4 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：粗大ごみを収集し、解体すること
でごみ減量、資源化を図り、中間処理施
設で処理ができない品目も一部収集する
ことで市民サービスの向上を図る。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

64,371 15,792 15,792

17,168

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

粗大ごみ
処理件数
（品物の
合計）
（件）

41,332 642
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

17,168 24,266 41,434 699

制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
③東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例施行規則

59,888 9,021 9,021 25,547 34,568 577

説明：現状維持 総合評価（課題・方向性）：粗大ごみ
からの資源化については、現状を維持
し、希少金属を含む中型家電、基盤類
についても解体することにより資源化
に努める。平成25年4月1日に施行され
た使用済小型電子機器等の再資源化の
促進に関する法律に基づき、小型家電
回収を行っており、市民への周知を図
り資源化の推進に努める。

25,540

事業
内容
・

活動
手段

粗大ごみ
収集量
（ｔ）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

59,314

6,659 549 7,208 38,340
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

6,388 526 6,914 32,768

業務フローに改
善の余地がある 　

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 その他

東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例 231 6,101 6,101 532 6,633 28,714

説明：旧庁舎については平成28年度内に
解体予定。

総合評価（課題・方向性）：昭和48年
に建設された旧庁舎の解体工事や、新
庁舎建設の方向性が課題となる。新庁
舎が建設されるまで現在の仮設庁舎を
使用する予定である。

事業
内容
・

活動
手段

年間稼働
日数
（日）

効率性 4 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：平成27年度途中から仮設庁舎に移
り、新庁舎建設についての方向性が示さ
れるまで仮設庁舎を使用することとなっ
ている。

 直営
（委託無）

6,659

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

保全・補
修数
（件） 6,388

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

211

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

188

達成度 　

廃止予定
の有無

説明：安全運転管理者講習会のほかに、
職場内での安全運転講習会を実施済み。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

3 17 17 101 118 39,333
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

2 14

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

講演会等
の講習会

数
（件）

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
③道路交通法

1 15 15 99 114 114,000

説明：現状維持 総合評価（課題・方向性）：毎日の朝
礼等での安全運転に関する情報提供や
注意喚起を繰り返し行い、この取り組
みを継続実施していく。

事業
内容
・

活動
手段 14 98 112 56,000

効率性 1

行政
補完的

政策的

2,426 739 3,165 6,512
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

2,699 713 3,412 7,385

し尿の衛生的、効率的な収集
及び周辺環境への悪影響（悪
臭、害虫の発生）を防止する

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

486

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
③東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例施行規則

400 2,843 2,843 722 3,565 8,913

説明：現状維持 総合評価（課題・方向性）：対象とな
る件数は減少を続けているが、市民生
活を維持するうえで事業は継続する必
要がある。また収集、運搬方法に改善
の余地はない。

事業
内容
・

活動
手段

汲み取り
申請数/申
請数の割
合（％）

効率性 1 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：市内から排出されるし尿を収集、
運搬することにより、清潔な生活環境が
保たれ適正に処理するうえで必要な事業
である。

 直営
（委託無）

2,426

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

汲み取り
実施数
（件） 2,699

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

462

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 15 資源循環型社会の推進環境負荷低減の推進

単位当たり
コスト

15-02

目標達成率

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

地球環境にやさしいまち

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

ごみ対策課長
中谷　義昭

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（一部事務組合　 ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

□ □ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

ごみ対策課長
中谷　義昭

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（一部事務組合　 ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

柳泉園組合

多摩地域25市１町を構成団体
として、ごみの最終処分（リ
サイクル）を共同処理するた
めの一部事務組合で、ごみの
搬入量等に応じた負担金を支
出する。

可燃ごみについては、平成18年度から
エコセメント事業を開始し、マテリア
ルリサイクルを実現している。
不燃ごみについては、埋め立て事業を
行っているが、当市では平成17年度か
ら、搬入を行っていない。

東京たま広域資源循環組合

15-02-22

ごみ対策課
管理係

柳泉園組合参画事
業

15-02-21

ごみ対策課
管理係

東京たま広域資源
循環組合参画事業

605,460 605,460,000

効率性 3 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：清瀬市、西東京市、東久留米市で
構成するごみの中間処理施設として運営
する一部事務組合。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

横出し

1 605,264

613,928,000

構成市からの負担金により、
可燃、不燃、粗大ごみ、資源
物の中間処理及びし尿処理を
行っている。

東久留米市、清瀬市及び西東
京市の３市によるごみの中間
処理を共同処理するための一
部事務組合であり、ごみの搬
入量等に応じた負担金を支出
する。

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

1 613,793

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

負担金支
出回数
（回）

業務フローに改
善の余地がある 　

613,793 135 613,928

605,264

29年度の方向性 現状維持

柳泉園組合規約 1 582,074 582,074 198 582,272 582,272,000

説明：現状維持 総合評価（課題・方向性）：中間処理
施設の運営管理について、構成団体と
して今後も参画していく。また、ごみ
の発生抑制および資源化に取り組み、
ごみ、資源物の搬入量に応じた負担金
の減少に努めていく。事業

内容
・

活動
手段 内部管理

事業等

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

制度改正の
余地がある 　

196

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

負担金支
出回数
（回） 373,213 373,213 65 373,278

内部管理
事業等

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

1

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

東京たま広域資源循環組合規約 1 367,763 367,763 66 367,829 367,829,000

説明：現状維持 総合評価（課題・方向性）：二ツ塚最
終処分場への搬入配分量や負担金の算
定方法について、その策定作業に関
わっており、今後も構成団体として参
画していくとともに、ごみの発生抑制
および資源化に取り組み、搬入量等に
応じた負担金の減少に努めていく。

事業
内容
・

活動
手段

効率性 3 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：多摩地域25市1町を構成団体とし
て、ごみの最終処分（リサイクル）を共
同処理するための一部事務組合。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

1 381,098 381,098 68 381,166 381,166,000
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

373,278,000

東久留米市


